
【款】１議会費

【項】１議会費

73,999千円

73,999千円

3６

【２】歳出科目別の主な事業内容と成果

目 主な事業内容と成果

１

議 会費

73,999千円

(P73）

1.議会の活動状況

2.委員会の開催状況

3.議会の行政視察研修
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小計 3７ ８ 9２ 1６ 3６ ９ 2１ ５ ０ ２ ０ ３

４月１日臨時会 １ １ 2４ ０ ０ ０ ８ ２ ０ ０ ０ 1４

小計 １ １ 2４ ０ ０ ０ ８ ２ ０ ０ ０ 1４

計 3８ ９ 116 1６ 3６ ９ 2９ ７ ０ ２ ０ 1７

常任委員会 開催日数 特別委員会等 開催日数

総務建設産業委員会 ４日 議会運営委員会 ５日

民生文教委員会 ４日 議会広報編集委員会 １６日

計 ８日 地方創生特別委員会 ４日

養老鉄道存続特別委員会 ３日

研 修先と内容

福島県国見町議会､道の駅視察

平成29年５月の道の駅グランドオープンに合わせ､視察研修を29年度に

延期した。



１

【款】２総務費

【項】１総務管理費

1,784,858千円

１，６２１，０６５千円

目 主な事業内容と成果

一般管理費 1．条例､規則､要綱､規程等の制定改廃の状況
370,489千円 国の法律の制定､改正に伴う条例等の制定､改正等（単位:件）
(P74） 区分 制定 改正 廃止 計

条例 ４ 1７ ９ 3０

規則 ５ １６ ０ 2１

要綱等 １１ 2１ ０ 3２

規程 1 １ ０ ２

計 2１ 5５ ９ 8５

(1)条例の制定

･池田町長の給与の特例に関する条例

･池田町まちづくり工房の設置及び管理に関する条例

･池田町農業委員会に関する条例

･池田町大野町学校給食センター設置条例

(2)規則の制定

･池田町職員の退職管理に関する規則

･池田町まちづくり工房の設置及び管理に関する条例施行規則

･池田町農業委員会の委員選任に関する規則

･池田町農業委員会の農地利用最適化推進委員の委嘱に関する規則

･池田町農業委員候補者選考委員会規則

2．指名競争入札者審査委員会事務及び池田町発注工事契約状況

(1)指名競争入札者審査委員会開催状況

開催回数２４回

3７



目 主な事業内容と成果

(2)工事等請負契約の状況 （単位:千円）

50万円未満
50万円以上

100万円未満

工事種別 件数 金額 件数 金額

土木工事 ４ １，３７１ ７ 5,449

舗装工事 ０ ０ ０ ０

建築工事 ０ ０ ０ ０

電気工事 ０ ０ ０ ０

機械工事 ０ ０ ０ ０

その他工事 ０ ０ ２ 1，０９１

測量等委託 ０ ０ １ 864

計 ４ 1,371 1０ 7,404

500万円以上

１，０００万円未満
1,000万円以上

工事種別 件数 金額 件数 金額

土木工事 1０ 68,742 1８ 893,511

舗装工事 ０ ０ １ 1３ ７７０

建築工事 １ 7,852 ３ 783８６４

電気工事 １ 7,398 ２ 308664

機械工事 ０ ０ ４ 458 １３６

その他工事 ２ 1３，７１６ ０ ０

測量等委託 ８ 62,154 ３ 44,712

計 2２ 159,862 3１ 2,502,657

100万円以上

500万円未満

件数 金額

3６ 92,788

８ 1４ 5９１

２ ５ 540

１ ２ １６０

１ ４ 104

1３ 3２ 146

９ 2２ １４０

7０ 173469

(単位:千円）

計

件数 金額

7５ 1，０６１，８６１

９ 2８ 3６１

６ 797 256

４ 318 222

５ 462 240

1７ 4６ 953

２１ 129 870

１３７ ２，８坐 763

(特別会計等含む｡）

(3)電子入札の実施状況(ただし､請負契約金額130万円以上に限る｡）

建設工事関係９１件中９１件（実施率100.00％）

測量及び建設コンサル関係２８件中２８件（実施率100.00％）

(4)指名競争入札参加資格審査申請受付

(岐阜県・市町村入札参加資格審査共同受付分。新規、更新

業種追加･取下､変更等合計）

建設工事関係1,308件

測量及び建設コンサル関係２１７件

延べ受付数1,525件

(池田町役場新規受付分）

共同企業体関係５件

業務委託関係２１件

物品納入関係１６件

延べ受付数４２件

3８
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3９

目 主な事業内容と成果

3.給与費等決算状況

一般会計

(1)特別職等（単位:千円）

(2)一般職給与（単位:千円）

区分
職員数
(人）

給与費

報酬 給料,期末手当等 計
共済費 合計

本
年
度

長等

議員

その他

計

３

１０

４０１

414

０

32,820

21,053

０

40,9080

73,728121,053

8,786

1０，９３３

０

29,839

43,753

40,908

114,500

５，１１７

13,434

０

１８，５５１

34,956

57,187

40,908

133,051

前
年
度

長等

議員

その他

計

３

１０

410

423

０

29,760

型2１ 7,341
１０１１１，７３８

００

雨｢19,071』

25,690

41,498

45,661

112,849

4,216

18,725

０

22,941

29,906

60,223

45,661

135,790

比
較

長等

議員

その他

計

０

’
０
｜
“

△９

０

3,060

△4,753

2,704

１０

０

1,445

△８０５

０

△1,693 2,7041640

4,149

2,255

△4,753

1,651

901

△5,291

０

△4,390

5,050

△3,036

△4,753

△2,739

区分 給料
手当

扶養手当 管理職手当 住居手当 特殊勤務手当 時間外手当

本年度 556,770 13,681 6,660 4,145 ０ 23,933

前年度 567,090 14,375 5,662 2,972 223 22,132

比較 △10,320 △６９４ 998 1,173 △２２３ 1,801

手 当

通勤手当 有日直･児宣手当導
期末･勤勉

手当 計
共済費 合計

6,288 1３，６１１ 210,648 278,966 161,915 997,651

6,561 12,562 208,998 273,485 1７８，３１１ 1,018,886

△２７３ 1,049 1,650 5,481△16,396△21,235



目 主な事業内・容と成果

(3)一般職職員数 (単位:人）

区分 一般行政職 福祉職 税務職 教育職 技能労務職 合計

本年度 112 4１ １０ ０ 1２ 175

前年度 112 4０ 1０ ０ １４ 176

比 較 ０ １ ０ ０ △２ △１

(職員数は年度末現在）

特別会計

(1)一般職給与 （単位:千円）

区分 給料
手当

扶養手当 管理職手当 住居手当 特殊勤務手当 時間外手当

本年度 27,096 1,287 240 ０ ０ 614

前年度 31,307 1,737 438 ０ ０ 694

比 較 △4,211 △４５０ △１９８ ０ ０ △８０

手 当

通勤手当 宿日直･児直手当等
期末･勤勉

手当 計
共済費 合計

226 804 10,222 13,393 7,817 48,306

274 1,043 11,886 16,072 9,256 56,635

△ 4８ △２３９ △1,664 △2,679 △1,439 △8,329

(2)一般職職員数（単位:人）

区分 一般行政職 福祉職 税務職 教育職 技能労務職 合計

本年度 ３ ０ ０ ０ ６ ９

前年度 ４ ０ ０ ０ ７ １１

比 較 △1 ０ ０ ０ △１ △２

(職員数は年度末現在）

4０



目 主な事業内容と成果

4.人事管理他

(1)行政機構及び事務の合理化

住民サービスの向上､行政需要の高度化･多様化に伴って時代に即応し

た組織機構を編成するため､また効率的･効果的な行政運営を図るため､池

田町行政改革大綱を基本として､計画的･効果的な推進に努力している。

(2)定員管理

職員の定数については､権限移譲や町民ニーズの高度化･多様化に的確

に対応するため､職員の適正配置に努めると共に､組織の適正規模に留意

しつつ､行財政総点検を実施し事務事業を見直し､組織機構の簡素合理化

等を積極的に進め､職員定数の適正化と効率的な執行体制を継続維持に
努めた。

(3)職員研修

職員研修の実施にあたっては､地方公務員倫理の確立､資質､職務遂行

能力の向上等を図るため、自己啓発に重点を置き､研修内容の充実に努め
た◎

(その他研修）

市町村研修センターを利用した各種の職員研修への参加した。

(4)厚生制度

職員の保健､福利厚生に関する事項について､下記の事業を実施した。

1)保健に関する事業

種別 実施者数

年代別総合健康診断(一般､心電図､血液､胃部

Ｘ線､腹囲測定､前立腺､乳･子宮癌検査等）
296名

特定健康診査､特定保健指導 18名

ストレスチェック 260名

2)福利厚生に関する事業

･市町村職員共済組合所管の保養施設の活用勧奨

･市町村職員共済組合による厚生施設の利用料助成

4１



目

２

財産管理費

857,026千円

(P77）

主な事業内容と成果

(5)各種相談等利用状況

種別 内容 相談員 相談日 件数

行政相談 行政に関する相談等 行政相談委員 毎月第２火曜日

行政書士
相続･遺言手続き､内

による無料
容証明契約書作成､外
国人の雇用､在留資格

岐阜県行政書士
会所属の行政書 毎月第１火曜日

相談
等

士

人権相談
人権や悩みごとに関す

る相談等 人権擁護委員 年7回

(6)文書の発送と収受の状況

郵便発送件数213,474件

郵便料16,751千円

1．管財事務

(1)財産の賃借契約

区分 使用区分 件数 金額（千円）

土地 賃借 １０ 1．３８５

計 1０ 1．３８５

(2)保険契約の状況

種別
契約

件数 金額（千円）

建物災害共済（公有建物） 7１ 4.122

火災共済（町営住宅） 6５ 245

自動車損害共済 8１ 2,210

総合賠償保険料 １ １．８４６

(3)借地件数及び面積(H29.3.31現在）

主管課 件数 借地面積（㎡）

総務課 1０ 3,941.41

環境課 ４ 5,891.76

健康福祉課 ６ 9,037.31

保健センター １ 1,046.00

建設課 １ 440.00

産業課 2２ 1,066,948.00

池田温泉 ８ １１ 124.17

学校教育課 1８ 2３ 790.58

社会教育課 ６ ６ 959.00

総合体育館 １４ 2２ 979.00

合計 9０ 1．１５２ 157.23

4２
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目 主な事業内容と成果

(4)新地方公会計システム整備業務委託3,145千円
総務省から示された「統一的な基準による地方公会計の整備促進
について」を受け、平成２８年度決算より統一的な基準による財務

書類を作成し、公表できるように公会計システムを整備した。

(5)公共施設等総合管理計画策定支援業務委託6,480千円
人口減少と厳しい財政状況が続く中で､公共施設等の現状と課題を把

握し､長期的な視点に立って､公共施設等の適切な整備や更新を計画的
に行うことで､将来の財政負担を軽減､平準化することを目的として公共施
設等総合管理計画の策定を行った。

(6)町有施設灯LED照明修繕工事7,603千円

(7)

池田町管理の施設灯の老朽化が目立つため、環境への配慮や害
虫の影響を鑑みて、LEDのランプに取替を行った。
･街路灯ランプ取替

蛍光灯、水銀灯撤去・LED新設５基

自動点滅器取替等４ヶ所

･街路灯灯具取替

蛍光灯、水銀灯撤去・LED新設８５基

自動点滅器取替等１１ヶ所
･街路灯撤去新設

蛍光灯、水銀灯撤去・LED新設１基

･街路灯撤去

既設灯具撤去３ヶ所

既設鋼管柱撤去１ヶ所

･街路灯灯具移設

既設灯具移設３基

灯具移設１基

公有財産取得事業５０，０００千円

取
目
所
面
金
相

く 得事業＞

的草深・願成寺住宅団地用地費

在草深字大谷９２６番１

積２ ９８５．９７㎡

額５０，０００，０００円

手池田町土地開発公社



目 主な事業内容と成果

(8)ふるさと納税事業(22,873件寄附額519,740,135円）

当初､18事業者から69品目のお礼の品を出していたが､年度末には25事

業者172品目まで増やした｡品物のお届けだけではなくパラグライダー飛行

やブルーベリー狩りといった体験ものや､ちやちやまるがデザインされたマ

ﾝホールの蓋といった魅力のあるものを返礼品にすることで､マスコミに取り

上げられ､全国に情報発信することができた。

使途別件数順位

１ 池田町をまるごと応援

２ 子育て支援

３ 養老鉄道存続支援

4４



目 主な事業内容と成果

３

企画費 1.コミュニティバス運行業務事業18,034千円

251,799千円 地域の利便性向上と､公共交通機関の利用促進を図り､高齢者など､車

(P80） の運転ができない方々の移動を確保するため､小型ﾜｺﾞﾝ車(平成27年度導

入)を含むバス3台による巡回線､北回線､南回線､市橋線の4路線を平日

運行した。（平成28年度利用実績､巡回線11,404人､北回線4,855人､南回

線5,410人､市橋線752人）

また､名阪近鉄バス廃止に伴う､代替えバス運転を､一部変更(市橋経由

～広神戸駅間)も､引き続き運行した。
誼

コミュニティバス利用者数(前年対比）

路線 平成27年度 平成28年度 前年対比

巡回線 12,072 11,404 0.94

北回線 4,261 4,855 １．１４

南回線 5,140 5,410 1.05

市橋線 381 752 1.97

計 21,854 22,421 1.03

2.養老鉄道存続支援事業84,016千円

養老鉄道沿線市町が相互に連携を図りながら､関係地域の活性化に向け

た協議をし､養老鉄道の利用促進及び収支改善策のあり方などを検討し、

養老鉄道の存続に向け支援補助を行った。

また､平成29年中に新しい事業形態へ移行するため平成29年２月１日に、

一般社団法人養老線管理機構を設立した。

3.企業誘致推進対策事業84,705千円

工場等設置奨励金を4社へ交付した。

4.地域活性化推進事業1,133千円

町の活性化､親しみやすいまちづくりのため､町のマスコットキャラクター

｢ちゃちやまる｣を活用し､地域イベント等に積極的に参加した。

4５



目 主な事業内容と成果

5.町民と役場をつなぐ｢まちづくり工房｣プロジェクト事業33,360千円

池田町の地方創生が目指す"町民と役場の協働によるまちづくり"を加速

化・継続するため､町民と役場をつなぎ､まちづくりを実施するトータルコー

ディネーターの確保･育成を実施｡池田町の中心地である養老鉄道池野駅

の駅舎(以前は無人駅)を改修し､まちづくり拠点としてまちづくり活動団体

が集うコミュニティスペースを整備した。

駅舎でどんな活動ができ､どんな空間にすればよいのかを住民自らが話し

合うワークショップを7回実施した。

３月１８日には竣工式とオープニングイベントを町民メンバーと共に実施。

４月からは指定管理制度を導入し､まちづくり工房運営委員会が駅舎の管

理･運営を行っている。

6.旅券発給事務

県からの権限委譲を受け､住民サービスの向上を目的として､パスポー
ﾄ(旅券)の申請･交付窓口を開設し､旅券の発給事務を行った。

種別 件数

年度 27年度 28年度

10年 １７３ 201

申請
5年

記載事項変更

195

５

235

８

紛失 １ ２

小計 374 446

１０年 177 198

交付 5年 194 231

記載事項変更 ４ ８

小計 375 437

合計 749 883

4６



目

４

交通安全

対策費

3713千円

(P84）

主な事業内容と成果

1.交通安全対策事業

町内における道路交通の安全を図るため､交通指導員による指導や啓発、

交通安全教室の開催など､交通安全関係団体と連携し､交通事故の防止と

町民の交通安全に対する意識の高揚に努めた。

(1)池田町交通安全協議会

交通事故の多発を受け､町と協議会との連絡体制を強化し､交通安全確保

のために各種交通安全対策事業を実施した。

･毎月１日・１５日の街頭指導

･交通安全運動期間中の街頭指導

･イベントの交通誘導･交通轄理

･交通安全標語を募集し､8作品を表彰､のぼり旗に掲示し普及啓発

活動の実施

･法令講習会の開催

(2)池田町交通安全女性連絡協議会

町内31名の女性を｢交通安全女性｣として委嘱し､街頭指導などをして頂

き､交通事故防止に努めた。

･毎月１５日街頭指導

･交通安全運動期間中の街頭指導

(3)交通安全施設整備状況(新設のみ）

交通安全施設 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

カーブミラー 24基 15基 24基 22基

赤色回転灯 3基 1基

道路注意標識 2基 1基 3基

(4)ﾁｬｲﾙドシート貸与事業

ﾁｬｲﾙドシート等の着用促進を図るため､ベビーシート、

ﾁｬｲﾙドシート､ジュニアシートを貸与した。貸し出し３６件

4７



目 主な事業内容と成果

(5)交通安全教室実施状況

年度 小中学校 老人クラブ等 PTA役員 計

H25年度 9回 2回 1回 １２回

H26年度 8回 １回 2回 11回

H27年度 6回 2回 1回 9回

H28年度 6回 0回 1回 7回

(6)交通事故件数

年度 人身事故 死亡 負傷 物損事故

平成25年度 57件 2人 75人 646件

平成26年度 58件 0人 86人 631件

平成27年度 43件 0人 56人 634件

平成28年度 53件 1人 64人 620件

５

文書広報費 1．「広報いけだ｣発行事業

5,344千円 年度 発行部数 発行日

(P84） 平成25年度 月7,940部 毎月１日

平成26年度 月7,940部 〃

平成27年度 月7,940部 〃

平成28年度 月7,940部 〃

各種法令､諸規則､町の諸施策､行事などを正しく分かりやすく紹介し、

町民の方々に役立ち親しみやすい広報づくりに心掛けた｡また､より多くの

方々に見ていただくため､PDF加工を施し､池田町のインターネットホーム

ページに掲載した。

2.広報活動

マスメディア(新聞社､有線放送､大垣ケーブルテレビ､岐阜放送データ

放送等)を活用して､町事業の啓蒙普及を行い､町の紹介､イベント情報

などを発信し､町のＰＲに努めた。

また､広報紙に加え､町ＨＰや町公式ツイッターにおいて町の各種施策、

イベント､防災等の情報を発信し効果的な周知を図るため､ホットな情報を

タイムリーに発信した。

4８



目

６

情報管理費

120,605千円

(P85）

主な事業内容と成果

1.情報振興事業29,215千円

増大している行政データの安全管理のため､保守期限を迎えたファイル

共有サーバーの更新を行った。

各小中学校の公式ホームページを見やすく､また管理しやすいように

リニューアルを行った。

2.情報ステイション池田事業1,763千円

ITを活用したコミュニケーションの普及とパソコン相談業務やパソコン

講習会を継続して行った。

また､学校及び保育園におけるITトラブルのサポート支援や､パソコ

ンの操作指導やホームページ作成のサポートなどを行い業務の円滑化

を図った。

情報ステイション池田利用状況

平成29年３月３１日現在

回数 人数

情報ステイション池田利用者 255日 853人

ステイション講座参加者 １３回 ２４人

子ども講座 ４回 ９人

合計 886人

3.電子計算事業 39,027千円

社会保障･税番号制度情報連携開始に向け､他の情報保有機関と

対象事務について照会･提供テストを実施した。

また､更新時期が到達している基幹業務端末17台(税務課､総務課、

企画課､建設課､環境課､水道課)の更新を行った。

4.情報セキュリティ強化対策事業50,600千円

総務大臣の通達を受けて､当町においてもインターネット接続の分離、

個人番号利用事務端末の2要素認証装置導入､外部からのデータ

取り込み､持ち出し制限やデータの無害化などセキュリティ強化対策を

行った。

4９
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目 主な事業内容と成果

７

諸費

12,089千円

(P87）

1.池田町名誉町民称号贈呈式の執行状況

池田町名誉町民条例に基づき池田町名誉町民の称号(第１号)の贈呈を

行った。

2.池田町功労者表彰式の執行状況

池田町表彰規程に基づき町内各界の功労者の表彰を行った。

3.永年勤続区長感謝状贈呈

永年にわたり区長として､町の発展に尽力いただいた方々に感謝状の贈

呈を行った。

表彰種別 被表彰者

功
労
表
彰

地方自治

保健衛生

公共団体

金員寄附

1名

3名

3名

2名

計 9名

勤続年数 該当人数

4年 3名

8年 1名

12年



１

【款】２総務費

【項】２徴税費

｡

102,797千円

目 主な事業内容と成果

税務総務費 1．町民税

82,696千円

(P88）
町民税の課税にあたっては､申告制度の重要性と収支計算書の提出等の
周知を行った｡また､所得調査を実施し､無申告あるいは課税漏れの防止に
努め､税の公平性と適正賦課を図った。

(1)個人住民税の賦課状況

(単位:人）

納税義務者数

項目 均等割
のみ

所得割
のみ

均等割と
所得割

退職所得 計

普通徴収 650 6７ 2,957 3,674

特別徴収 670 7,707 5９ 8,436

計 1,320 6７ 10,664 5９ 1２，１１０

(特別徴収義務者２，０００社）

(単位:千円）

項目 均等割 所得割 退職所得 計

普通徴収 12,869 258,767 271,636

特別徴収 29,047 776,404 5,961 811,412

計 41,916 1,035,171 ５，９６１ 1,083,048

(2)法人町民税の課税状況

申告件数（単位:件）

均等割 法人税割

のみ のみ

295 5６

均等割額 法人税割

46,801 82,034

5１

均等割と

法人税割

282

計

633

(単位:千円）

計

128,835



目

田
一般田

介在田

畑
一般畑

介在畑

宅地

鉱泉地

池沼

山林

原野

鉄軌道

その他

計

主な事業内容と成果

2.固定資産税

固定資産税に係る適正かつ公平化の原則から､均衡を図ることを目標に、

全町路線価評価方式導入や土地の現況調査等に万全を期した｡更に家屋
評価では､実地調査等により評価の適正化に努めた。

償却資産については､申告制度のため､現地調査と新規課税等の調査．

申告指導に努めた。

(1)課税状況

区 分

固定資産税

固有資産等所;Ｉ

交付金及び

納付金

計

(2)評価実績

･土地の部

土地

家屋

償却資産

E市町村

交付金

納付金

地 積

筆数

(筆）

8,971

8４

4,560

5１

25,455

３

１０

1,910

587

254

1,364

43,249

評価地積

(千㎡）

8,955

3５

1,597

１６

4,835

０

１１

4,130

198

3７

542

20,356

法定免税点

以上のもの

(千㎡）

8,557

3５

1,486

1６

4,819

０

１０

3,784

173

3７

541

19,458

納税義務者数

(人）

10,659

7,694

8,288

459

１

１

０

10,660

決定価格

総額

993,633

362250

7３ 805

154854

74,847118

２394

543

69,948

９880

１３７ １５６

6,766736

83,418３１７

法定免税点

以上のもの

949,462

362250

6８ 716

154599

74,6311０１

２394

503

63,559

８660

137156

6,761018

83,139418

(単位:千円）

調定額

1,553,149

484,074

641,397

427,678

４

４

０

1,553,153

(単位:千円）

課税標準額

法定免税点

以上のもの

949,462

253450

6８ 716

108214

28,743848

２394

503

63,559

８660

124803

4,564637

34,888246

(計)法定免税点３００千円

5２
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目 主な事業内容と成果

･家屋の部

(計)法定免税点200千円

･新増築家屋等の部

区分 棟数(棟） 床面積(㎡） 決定価格(千円）

木
造

総数

法定免税点
以上のもの

１０，０１０

9,568

1,117,555

1,093,370

23,280,824

23,251,655

木
造
以
外

総数

法定免税点
以上のもの

5,679

5,568

949,713

946,423

23,687,480

23,675,910

計

総数

法定免税点
以上のもの

15,689

15,136

2,067,268

2,039,793

46,968,304

46,927,565

区 分 棟数(棟） 床面積(㎡） 決定価格(千円）

木
造

新築分

増築分

計

減少分

7７

０

7７

4９

9,917

０

9,917

3,314

710,344

０

710,344

21,845

木
造
以
外

新築分

増築分

計

減少分

2８

０

2８

2１

12,567

０

12,567

3,861

671,369

０

671,369

87,376

新増築分計 105 22,484 1,381,713

減少分計 7０ 7，１７５ 109,221



目 主な事業内容と成果

･償却資産の部

種 別

町長が決定
したもの

構築物

機械及び装置

船 舶

車両及び運搬具

工具器具及び備品

計

総務大臣が決定し配分したもの

県知事が決定し配分したもの

(単位:千円）

決定価格

5,241,526

19,195,608

1４

53,231

2,167,212

26,657,591

3,903,032

381,146

合計30,941,769

(計)法定免税点1,500千円

3.軽自動車税の課税状況

区 分 課税台数(台） 調定額(千円）

原動機付自転車 772 1,578

小型特殊・農耕用 232 851

輪 249 896

三輪 １ ５

軽自動車
四輪貨物

四輪乗用

2,239

6,164

10,672

49,503

二輪小型 297 1,782

ミニカー 2７ lOO

合 計 9,981 65,387

5４



目

２

賦課徴収費

20,101千円

(P90）

主な事業内容と成果

4.その他町税の課税状況

･町たばこ税 （単位:千円）

区分 売渡し本数 調定額

従量割 21,516,341本 110,639

･鉱産税 （単位:千円）

生産量 納税義務者調定額

850,346ｔ
三星鉱業(株）

ほか2社
1,646

○納税広報と滞納整理

納税意識の高揚と確実な税収確保のため､納税通知書発送時には口座
振替推進を図り､広報｢いけだ｣等により納期の周知徹底を図ったほか､毎
年10月～11月を｢振替納税の推進月間｣と定め町内の金融機関と連携し
町税の振替納税制度の普及に努めた｡また､コンビニ収納を活用し納付の
利便性に努めた。

滞納者に対しては、口座再振替通知又は不納通知･督促状･催告状等
段階的に文書で行い､まずは自主納付を促した｡文書催告に応じない滞納
者には､夜間の電話催告及び夜間･休日等の臨戸による徴収を実施し､そ
れでも応じない納税意識の低い悪質滞納者には､毅然とした態度で臨み、
預貯金･不動産及び自動車等の財産の差押えなど滞納処分を実施した。

(1)振替納税の利用状況

区分 納税義務者数(人）
振替納税
利用者数(人）

普及率 摘要

町民税 3,674 2,037 55.44％

固定資産税 10,659 7,665 71.91％

軽自動車税 9,981 4,605 46.14％

計 24,314 14,307 58.84％

(注1）納税義務者数は納税通知書発送時の数値

(注2）町民税特別徴収分は含まず

(2)滞納処分等の実施状況（単位:件）

差押
ノＬ＝Ｉ

預貯金 給与 不動産 普通自動車 その他 捜索(動産）
ロロＩ

9５ ４ １ １ 2６ ２ 129

(注）不動産差押は新規差押の件数

5５



【款】２総務費

【項】３戸籍住民基本台帳費 39,053千円

目 主な事業内容と成果

１

戸籍住民

基本台帳費

39,053千円

(P91）

1．戸籍関係の状況

(1)本籍･人口数(各年度末現在）

(本籍数単位:戸籍本籍人口単位:人）

年度 平成24年度 平成25年度

本籍数 10,028 1０，０２３

本籍人口 2６，３１９ 26,266

(2)届出件数(平成28年度分）

種別
窓口

本籍 非本籍

出生 103 4６

死亡 234 2６

婚姻 6９ 1２

離婚 3２ ２

転籍 5７ ０

戸籍訂正 1４ ０

養子縁組 1９ ０

養子離縁 ６ ０

入籍 3７ １

その他 3１ ２

合計 602 8９

(3)届出件数の推移

年度 平成24年度 平成25年度

届出件数 1,186 1,144

5６

平成26年度

10,033

26,248

他市町村
から送付

108

3３

１９６

2３

４５

０

７

１

2９

1９

461

平成26年度

1，１２１

平成27年度 平成28年度

10,047 10,047

26,182 26,069

(単位:件）

総数

257

293

277

5７

102

1４

2６

７

6７

5２

1,152

(単位:件）

平成27年度 平成28年度

1,138 1,152



目

30,000

25‘０００

2０，０００

1５．０００

10,000

5.000

０

主 な事業内容と成果

2.住民基本台帳関係の状況

「

(1)人口･世帯数(各年度末現在）

人口･世帯数の推移（単位:人世帯数については単位:戸）

尾薫三匿尋雪雲震謂雪雲震雪
F蕊ﾖ雲霧医雲霞毒匿琴霞雲
E毒ﾖ雲毒匿覇雲霧Ｉ

ﾛ人口数

■世帯数

人口･世帯数の推移

Ｓ３５Ｓ４０Ｓ４５Ｓ５０Ｓ５５Ｓ６０Ｈ２Ｈ７Ｈ１２Ｈ１７Ｈ２２Ｈ２７Ｈ２８

5７



5８

目 主な事業内容と成果

(2)住民票記載･削除

｢革~斎

(単位:人）

記載

転入 出生 その他 合計

削除

転出 死亡 その他 合計 増減

平成24年度 712 189 278 1,179 735 227 2３ 985 194

平成25年度 688 １６８ ２ 858 691 257 3５ 983 △１２５

平成26年度 619 187 ５ 811 661 245 4８ 954 △１４３

平成27年度 733 １５６ ８ 897 826 232 2３ １０８１ △１８４

平成28年度 650 142 ３ 795 679 261 １３ 953 △１５８

(人）

900

800

700

600

500

400

300

200

1００

０

住民票の異動状況

夕
、
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目 主な事業内容と成果

3.戸籍･住基関係各種証明書発行状況(平成28年度）

種別
件；

有雅

攻(件）

無粥

手数料

１と二当たり 金額

全部
戸籍

除籍

2,726

290

518

9４

450円

750 弓

個人
戸籍

除籍

986

６

4１

１

450 耳

750 耳

改製原
謄本

抄本

1,220

３

575

１０

750円

750 工
3,362,750円

除籍
謄本

抄本

709

７

251

１

750円

750円

記載事項；正明 4６ ２ 350 弓

計 5,993 1,493

三民票の写し 9,744 470 200 耳

記載事項訂．Ｉ Ｆ 325 ２ 200 弓

戸籍の肘票 306 389 200 工 2,076,000円

蘭 覧 2０ 994 5０ 工

計 10,395 1,855

印鑑登録 733 150円

印鑑証明 7,187 130 200円

身分証明 277 ０ 200円

その他証明 ４１ 192 200 工 1,649,550円

個人番号カード(再交付） ２ 800円

通知カード(再交付） 7４ 500 耳

計 8,314 322

ロ戸鯖謄抄本等

ﾛ住民票等

■印鑑証明等

Ｚ

；
／

5９



目 主な事業内容と成果

4.広域住民票等相互発行状況(平成28年度）

(件数単位:件手数料単位:円）

池田町作成分 池田町受付分

件数 手数料 件数 手数料

住民票の写し等 156 31,200 6７ 16,800

戸籍謄抄本 373 167850 322 144900

除籍･改製原謄抄本 4９ 3６ 750 1５ 1１ 250

その他(印鑑証明等） 8０ 1６ ０００ ４１ １０ 850

計 658 251800 445 183800

5.参考(外国人の登録者数等）

(1)外国人の登録者数(各年年度末）

(単位:人世帯数については単位:戸）

年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

男 １０１ 100 8６ １０１ 123

女 196 1８１ 173 182 199

計 297 281 259 283 322

世帯数 187 185 169 184 220

(2)国籍別外国人登録者数(平成28年度末現在）

(単位:人）

韓国･朝鮮 中国 アメリカ インドネシア ペノレー ブラジル

1５ 1４３ ２ 2０ ３ 5０

フィリピン タイ パラグアイ 台湾 英国 ベトナム

3３ ２ ３ ３ １ 2９

ポルトガル スリランカ ミャンマー ウズベキスタン マレーシア シンガポール

１ １ 1２ ２ １ １

合言

322人

6.社会保障･税番号制度総合運用テスト等支援委託業務(住民記録）

社会保障･税番号制度における情報提供ネットワークシステム等の導入に伴

って必要となる総合運用テストの実施に当たり､必要となるテスト準備､テスト

実行支援等の作業の委託業務

総合運用テスト等支援委託料141千円

6０










